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仙 台 市 監 査 委 員

仙台市一般会計・特別会計（公営企業
会計を除く。）歳入歳出決算及び仙台市
土地開発基金運用状況審査意見書
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施設等の沿線資源の効果的な活用や新たな沿線開発等により，市民の交流が拡大し賑わいの

あるまちづくりが推進されることを期待するものである。平成28年5月に本市で開催される

主要国首脳会議の関係閣僚会合であるＧ７仙台財務大臣・中央銀行総裁会議は，風評被害を

払拭するとともに，東北全体の復興や本市の防災環境都市としての取組みを世界に伝える好

機である。第3回国連防災世界会議で培った様々な経験や関係機関とのつながりを生かし，

準備段階から積極的に数多くの情報を発信していくことを願うものである。少子高齢化の進

展や近い将来に待ち受けている人口減少社会への対応等の課題に対し，市民協働の取組みも

生かしながら果敢に各種施策を展開することを期待するとともに，本市が持つ多様な資源を

活用し本市の魅力を高め，東北を牽引していく都市づくりを推進することを切に望むもので

ある。 
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財産の増減内訳は次のとおりである。 

公有財産 

土地は4,923万7,691㎡であり，前年度4,885万1,184㎡に比べて38万6,506㎡増加してい

る。これは，防災集団移転促進事業用地15万9,741㎡，放山保存緑地2万4,232㎡，（仮称）

荒井南復興公営住宅用地1万7,876㎡がそれぞれ増加したこと等による。 

建物は342万9,319㎡であり，前年度330万4,972㎡に比べて12万4,347㎡増加している。

これは，泉中央南復興公営住宅の新築により1万3,186㎡，錦ケ丘小学校の新築により1

万1,535㎡，あすと長町復興公営住宅の新築により1万989㎡，通町復興公営住宅の新築に

より1万109㎡，泉岳自然ふれあい館の新築により8,011㎡がそれぞれ増加したこと等によ

る。 

物権は4万279㎡であり，前年度3万3,475㎡に比べて6,803㎡増加している。これは，燕

沢東復興公営住宅の整備により4,816㎡の地上権，新田東復興公営住宅の整備により

1,986㎡の地上権がそれぞれ増加したことによる。 

出資による権利は103億6,768万円であり，前年度104億2,216万円に比べ5,447万円減少

している。これは，公益財団法人仙台市産業振興事業団に対する出捐金5,447万円が減少

したこと等による。 

物 品 

物品（取得価格100万円以上のもの）は4,085点であり，前年度3,994点に比べ91点増加

している。これは，車両類6点が減少したものの，その他経済局関連備品81点，理化学機

器類15点がそれぞれ増加したこと等による。 

債 権 

債権は264億1,022万円であり，前年度268億555万円に比べ3億9,533万円減少している。

これは，生活保護法返還金に係る債権6,580万円，損害賠償金に係る債権4,222万円がそ

れぞれ増加したものの，災害援護資金貸付金に係る債権3億8,096万円，地域総合整備資

金貸付金に係る債権7,551万円，母子福祉資金貸付金に係る債権4,351万円がそれぞれ減

少したこと等による。 

基 金 

基金は3,281億3,985万円であり，前年度3,131億3,730万円に比べ150億255万円増加し

ている。これは，東日本大震災復興交付金基金27億5,589万円が減少したものの，市債管

理基金102億5,120万円，財政調整基金50億9,117万円がそれぞれ増加し，公共施設長寿命

化推進基金40億円が皆増したこと等による。 

基金現在高の推移は，第９図のとおりである。 










































































































